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２０１０年５月  
 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
―― 埼埼 玉玉 県県 経経 済済 動動 向向 調調 査査 ――   

                     

１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済                      

２月の鉱工業生産指数は、８８．５（季節調整済値、２００５年＝１００）で、前月比＋２．９％と２か月連続で上昇し

た。同出荷指数は８３．６で前月比▲０．２％と２か月ぶりに低下した。同在庫指数は、６５．１で前月比＋２．４％と２か

月連続で上昇した。

生産

持ち直しつつある

雇用
厳しい状況が続いている

３月の有効求人倍率（季節調整値）は０．３８倍と３か月連続で前月比上昇した。

有効求人倍率は依然低水準で推移しており雇用失業情勢は厳しい状況が続いている。

物価
緩やかに上昇

３月の消費者物価指数（さいたま市）は、生鮮食品を含む総合で９９．２となり、前月比＋０．４％と６か月ぶりに上

昇した。前年同月比は▲１．７％と１２か月連続で前年を下回った。消費者物価は緩やかに上昇。

消費

一部持ち直しつつあるものの弱い動き

３月の家計消費支出は３３１，７０１円（関東地方）で、前年同月比＋５．９％と前年を上回った。３月の大型小売店

販売額は、店舗調整前（全店）は前年同月比▲３．９％と１６か月連続で前年を下回り、店舗調整済（既存店）販売額

も前年同月比▲５．４％と２０か月連続で前年を下回った。４月の新車登録・届出台数は、前年同月比で＋２７．５％

と９か月連続で前年を上回った。消費は一部持ち直しつつあるものの弱い動きとなっている。

住宅 ３月の新設住宅着工戸数は４，５１５戸となり、前年同月比▲１．２％と２か月ぶりに前年を下回った。持家は前年同

月比▲２．０％、貸家は前年同月比＋２５．４％、分譲は前年同月比＋２４．４％となっている。新設住宅着工戸数は持

ち直しの動きがみられるものの、全体で前年水準を下回っている。

倒産

依然高い水準で推移

４月の企業倒産件数は４１件と３か月ぶりに前月を下回った。前年同月比▲３１．７％と２か月ぶりに前年同月を下

回った。負債総額は７９億８千８百万円となり、前年同月比▲３０．４％と４か月連続で前年同月を下回った。４月の企

業倒産件数は、前年同月を下回ったものの、依然高い水準で推移している。

景況
判断

２期ぶりに改善

埼玉県四半期経営動向調査（２２年１～３月期調査）にて企業経営者の景況判断をみると、景況感DIは▲８５．１と

前期（２１年１０～１２月期調査）▲９０．４と比べ５．３ポイント上昇し、２期ぶりに改善した。

設備
投資

２１年度下期は減少見込み、通期も減少見込み

埼玉県四半期経営動向調査（２２年１～３月期調査）によると設備投資実施率は１４．９％で２期連続で悪化した。

来期（２２年４～６月期）実施予定は１２．９％で当期比２．０ポイント低下する見通し。

財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）（２２年１～３月期調査）によると、２１年度下期の設備投資計画額

は、製造業は前年同期比▲５４．９％の減少、非製造業は同▲２２．５％の減少見込みで、全規模・全産業で同▲３

６．６％の減少見込みとなっている。通期は、前年比▲２７．５％の減少見込みとなっている。

持ち直しの動きがみられるものの前年水準を下回っている

 

＜２０１０年２月～２０１０年４月の指標を中心に＞  

持ち直しの動きがみられるものの、  

依然、厳しい状況にある県経済 
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◎ 日本経済  

 

内閣府「月例経済報告」   ＜２０１０年５月２４日＞  

 

（我が国経済の基調判断）  

景気は、着実に持ち直してきているが、なお自律性は弱く、

 失業率が高水準にあるなど厳しい状況にある。  

 

 

・輸出は、緩やかに増加している。生産は、持ち直している。  

・企業収益は、改善している。設備投資は、下げ止まりつつある。  

・企業の業況判断は、改善している。ただし、中小企業では先行きに慎重

な見方となっている。  

 ・雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみ

られる。  

・個人消費は、持ち直している。  

・物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。  

  

 先行きについては、当面、雇用情勢に厳しさが残るものの、企業収益の改

善が続くなかで、海外経済の改善や緊急経済対策を始めとする政策の効果な

どを背景に、景気の持ち直し傾向が続くことが期待される。一方、欧州を中

心とした海外景気の下振れ懸念、金融資本市場の変動やデフレの影響など、

景気を下押しするリスクが存在することに留意する必要がある。また、雇用

情勢の悪化懸念が依然残っていることにも注意が必要である。  

（政策の基本的態度）  

政府は、家計の支援により、個人消費を拡大するとともに、新たな分野で

産業と雇用を生み出し、日本経済を自律的な回復軌道に乗せ、内需を中心と

した安定的な経済成長を実現するよう政策運営を行う。このため、「明日の

安心と成長のための緊急経済対策」を推進し、平成２２年度予算を着実に執

行する。あわせて、「新成長戦略（基本方針）」の具体化を行い、その実現

を図る。  

政府は、日本銀行と一体となって、強力かつ総合的な取組を行い、デフレ

の克服、景気回復を確実なものとしていくよう、政策努力を重ねていく。日

本銀行に対しては、こうした政府の取組と整合的なものとなるよう、適切か

つ機動的な金融政策運営によって経済を下支えするよう期待する。日本銀行

は、５月１０日、米ドル資金供給体制を改めて整備すること等を決定した。
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  

   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●持ち直しつつある  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

生 産 指 数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 生産指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 輸送機械 化 学 一般機械

 

●２月の鉱工業生産指数は、８８．５（季節調整済値、２００５年＝１００）で、

前月比＋２．９％と２か月連続で上昇した。前年同月比は＋２２．４％と２か

月連続で前年を上回った。  

●前月比を業種別でみると、一般機械工業、食料品工業など２２業種中１２業種

が上昇し、化学工業、印刷業など１０業種が低下した。繊維工業は横ばい。  

  

 鉱工業生産指数は、前月比で２か月連続で上昇し、前年同月比でも２か月連続

で前年を上回り持ち直しつつある。  

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (21)と鉱業 (1)

の２２業種に分類されています。

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。

①化学工業14.4% ⑤食料品   6.1%

②輸送機械13.6% ⑥電気機械6.1%

③一般機械13.2% ⑦電子部品5.4%

④金属製品  7.5%  その他  33.7%

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

出 荷 指 数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

出 荷 指 数
埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 出荷指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 輸送機械 化 学 一般機械

 

【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械23.3% ⑤金属製品5.8% 

②一般機械11.0% ⑥電子部品5.7% 

③化学工業10.4% ⑦食料品 5.7% 

④情報通信  7.1%  その他  31.0% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

●２月の鉱工業出荷指数は８３．６（季節調整値、２００５年＝１００）で、前月比

▲０．２％と２か月ぶりに低下した。前年同月比は＋２３．５％と３か月連続で前

年を上回った。  

●前月比を業種別でみると、一般機械工業、輸送機械工業など２２業種中８業種が上

昇し、化学工業、印刷業など１３業種が低下した。電子部品・デバイス工業は横ば

い。  

【鉱工業指数】  

・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2005年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、

景気動向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、

景気に敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数
（対前年同月比・原指数）

埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数
埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 在庫指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 輸送機械 化 学 一般機械

 

●２月の鉱工業在庫指数は、６５．１（季節調整済値、２００５年＝１００）と

なり、前月比＋２．４％と２か月連続で上昇した。前年同月比は▲３３．１％

と１２か月連続で前年水準を下回った。  

●前月比を業種別でみると、輸送機械工業、その他製品工業など２１業種中１０

業種が上昇し、窯業・土石製品工業、電機機械工業など１１業種が低下した。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①輸送機械18.9% ⑤化学工業7.9% 

②電気機械14.9% ⑥電子部品6.7% 

③一般機械12.8% ⑦窯業土石4.5% 

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ  8.4%  その他  25.9% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

 【平成16年2月分からの「鉱工業生産指数（２００５年＝１００）」の推移】  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」
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●３月の新規求人倍率は０．６７

倍で、前月比▲０．０３ポイン

トとなった。  

  

●前年同月比は＋０．０２ポイン

トとなった。  

●３月の完全失業率（南関東）は

５．３％で、前月比＋０．５ポ

イントとなった。  

 

●前年同月比は＋０．８ポイント

となった。  

（２）雇用動向   

●厳しい状況が続いている  
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む） 埼玉県 全 国
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

埼玉県の有効求人

・求職者数推移
求職者数 求人数
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

新規求人倍率
（学卒除き・パート含む） 埼玉県 全 国
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出所： 埼玉労働局「労働市場ニュース」・総務省「労働力調査」

完全失業率
南関東 全国

●３月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )は

０．３８倍と３か月連続で前月比上昇となった。  

●有効求職者数は１２７，５４５人と２１か月連続で前年実績を上回り、有効求人

数は４９，３４０人と３８か月連続で前年実績を下回っている。  

 

 有効求人倍率は平成２２年１月から３か月連続で前月比上昇となったが、依然低

水準で推移しており雇用失業情勢は厳しい状況が続いている。  
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●２月の所定外労働時間（製造

業）は１３．２時間。  

 

●前年同月比は＋３０．７％と 

３か月連続で前年実績を上回

った。  

●２月の現金給与総額指数（２０

０５年＝１００）は８２．２と

なり、前年同月比は▲１．８％

と２か月ぶりに前年実績を下

回った。  

●２月の常用雇用指数（２００５

年＝１００）は９９．０となり、

前年同月比▲１．５％と１２か

月連続で前年実績を下回った。
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

現金給与総額指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

所定外労働時間
（製造業 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

常用雇用指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国

 

【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  
・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者

のことをさします。  

【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所

得税や社会保険料を支払う前の額です。  

【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  

【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実

際に雇われている雇用の実態を映すものです。  

【調査産業計】  
・現金給与総額指数及び常用雇用指数における調査産業計とは、農林漁業を除く全産業。  
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（３） 物価動向  

●緩やかに上昇  
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合 対前年同月比）
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合）

さいたま市 全国

 

 

 

 

●３月の消費者物価指数（さいたま市 ２００５年＝１００）は生鮮食品を含

む総合で９９．２となり、前月比＋０．４％と６か月ぶりに上昇した。前年同

月比は▲１．７％と１２か月連続で前年を下回った。  

●前月比が上昇したのは、「被服及び履物（洋服）」、「教養娯楽（外国パック

旅行など教養娯楽サービス）」などの上昇が主な要因となっている。なお、「保

険医療（保険医療用品・器具）」などは下落した。  

●前年同月比が下落したのは、｢食料（おにぎり・サラダなど調理食品）｣、「光

熱・水道（電気代）」などの下落が主な要因となっている。なお、「交通・通

信（ガソリンなど自動車等関係費）」などは上昇した。  

 消費者物価は、前年同月比では１２か月連続で前年を下回っているが、前月比

では６か月ぶりに前月を上回り緩やかに上昇。  

【消費者物価指数】  

・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用

がどのように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する

財とｻｰﾋﾞｽの価格の平均的な変動を示すものです。  

・ﾃﾞﾌﾚとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいいま

す。  

・ﾃﾞﾌﾚはﾓﾉが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させる要

因ともなります。  
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（４） 消費  

 ●一部持ち直しつつあるものの弱い動き  
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（関東地方 二人以上世帯）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（対前年同月比）

関東地方 全国
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出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整済（既存店）

埼玉県 全 国
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出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整前（全店）

埼玉県 全 国

 

●３月の家計消費支出（関東地方：二人以上世帯）は、３３１，７０１円となり、

前年同月比＋５．９％と前年実績を上回った。  

●３月の大型小売店販売額【店舗調整前（全店）】は、８６１億円となり、前

年同月比▲３．９％と１６か月連続で前年を下回った。店舗調整済（既存店）

販売額の前年同月比は▲５．４％と２０か月連続で前年を下回った。  
 
● 業態別では、 

百貨店（県内調査対象店舗２０店舗）は、「衣料品」や「飲食料品」が不調だった。こ

れにより、店舗調整前（全店）は前年同期比▲３．２％と２５か月連続で前年を下回

り、店舗調整済（既存店）も同▲３．２％と２５か月連続で前年を下回った。 

スーパー（同２６２店舗）も「衣料品」、「身の回り品」、「飲食料品」が不調だった。こ

れにより店舗調整前（全店）は前年同期比▲４．１％と１６か月連続で前年を下回

り、店舗調整済（既存店）も同▲６．３％と１６か月連続で前年を下回った。 
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（対前年同月比 乗用＋軽）

埼玉県 全 国
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会

埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（埼玉県 乗用＋軽）

 

 

●４月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、１５，１３３台

となり、前年同月比＋２７．５％と９か月連続で前年実績を上回った。  

家計消費支出は前年実績を上回った。大型小売店販売額は店舗調整済（既存

店）販売額が前年同月比２０か月連続で前年を下回った。一方、新車登録・届出

台数は９か月連続で前年同月を上回った。消費は一部持ち直しつつあるも

のの弱い動きとなっている。

【家計消費支出】  

・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間

平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する

傾向があり、その影響を考慮する必要があります。  

【大型小売店販売額】  

・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スー

パー（売場面積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉え

た業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費

動向全般の判断には注意が必要です。  

・既存店とは、当月及び前年同月とも調査の対象となっている事業所をいい、既存店

販売額は全店販売額に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指標となって

います。なお、全店販売額は、例えば新店舗開業によって既存店の顧客が奪われて

しまうといったことがあっても、増減が出てこないことから、大型小売店全体の販

売動向を把握するのに活用されます。  
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（５）住宅投資  

●持ち直しの動きがみられるものの前年水準を下回っている  
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

県内新設住宅種別着工戸数
（対前年同月比）

持家 貸家 分譲

● ３月の新設住宅着工戸数は４，５１５戸となり、前年同月比▲１．２％と２か

月ぶりに前年実績を下回った。持家は前年同月比で▲２．０％、貸家は前年同

月比＋２５．４％、分譲は前年同月比＋２４．４％となっている。  

新設住宅着工戸数は持ち直しの動きがみられるものの、全体では前年水準を下

回っている。  

●着工戸数を種別でみると、持家（前

年同月比▲２．０％）が３か月ぶ

りに低下、貸家（同＋２５．４％）

は２か月ぶりに上昇、分譲（同＋

２４．４％）が２か月連続で上昇

となった。  

【新設住宅着工戸数】  

・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるに

は色々な材料が必要となり、また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければ

なりません。さらには入居する人は電気製品などを新たに買換えることが多く、様々

な経済効果を生み出します。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などの景気対策により、マ

ンション、持家を購入しやすいように仕向けます。景気対策が本当に効果を表してい

るかを知る上でも、新設住宅着工戸数調査は役立ちます。  
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（６） 企業動向  

 ①倒産  
●依然高い水準で推移  
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上 対前年同月比）
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上）

埼玉県 全 国

 
 

 

 

 

 

 

 

●４月の企業倒産件数は４１件と３か月ぶりに前月を下回った。前年同月比▲

３１．７％と２か月ぶりに前年同月を下回った。  

●同負債総額は、７９億８千８百万円となり、前年同月比▲３０．４％と４か月

連続で前年同月を下回った。  

 

負債総額１０億円以上の大型倒産は１件発生した。  

 

４月の企業倒産件数は、前年同月を下回ったものの、依然高い水準で推移して

いる。  

 

【企業倒産件数】  

・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない

状態で、景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  
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②景況感  

○経営者の景況感と今後の景気見通し  

平成２２年３月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、現在の景況感は２期ぶりに改善した。  

 

【現在の景況感】  

自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は０．６％、「不況で

ある」が８５．７％で、景況感のＤＩ(「好況である」－「不況である」の企業

割合)は▲８５．１となった。前期(▲９０．４)に比べると、５．３ポイント上

昇し、２期ぶりに改善した。 

 

   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【今後の景気見通し】  

今後の景気見通しについて、「良い方向に向かう」とみる企業は４．９％で

前期（２．０％）に比べ２．９ポイント増加し、「悪い方向に向かう」とみる

企業は３９．６％で前期（５６．９％）に比べ１７．３ポイント減少した。 

 

 

 

景況感DIの推移  
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○ 平成２２年１～３月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、景況判断ＢＳＩ（現状判断）を規模別にみると、大企業は｢上昇｣超幅が縮小し、中

堅企業は「下降」超で横ばい、中小企業は「下降」超幅が拡大している。  

 

先行きについては、大企業は｢上昇｣超で推移し、中堅企業は２２年７～９期に「上昇」

超に転じ、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっている。  
 

     景況判断ＢＳＩ                        （単位：％ポイント）  

 21年10～12月

前回調査  

22年1～3月  

現状判断  

22年4～6月  

見通し  

22年7～9月  

見通し  

全規模（全産業）  ▲６．１ ▲９．９ ▲５．７  ▲１．８

 大企業  １４．５ １０．６ ９．１  ７．６

中堅企業  ▲６．３ ▲６．３ ▲６．３  ４．８

 中小企業  ▲１５．６ ▲２０．１ ▲１１．７  ▲８．４

 製造業  ９．５ ２．５ ０．８  １．６

 非製造業  ▲１８．８ ▲１９．３ ▲１０．６  ▲４．３

                          （回答企業数２８３社）  
 
※ＢＳＩ（ビジネス･サーベイ･インデックス）：増加・減少などの変化方向別回答企業数の構成比から全体の趨勢を判断

するもの。 ＢＳＩ＝（「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比）。企業の景況判断

等の強弱感の判断に使用するＤＩと同じ意味合いをもつ。  
 
※ 大 企 業   ： 資 本 金 １ ０ 億 円 以 上  

中 堅 企 業 ： 資 本 金 １ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満  
 中 小 企 業 ： 資 本 金 １ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満  
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③設備投資  
○ 平成２２年３月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、当期（平成２２年１～３月期）に設備投資を実施した企業は１４．９％

で前期（１５．１％）に比べ０．２ポイント低下し、２期連続で悪化した。  

 業種別にみると製造業は１５．７％で前期（１７．４％）に比べ１．７ポ

イント低下し、２期連続で悪化した。  

  非製造業は１４．３％で、前期（１３．６％）に比べ０．７ポイント上昇し

２期ぶりに改善した。  

  来期（平成２２年４～６月期）に設備投資を予定している企業は１２．９％

で、当期に比べ２．０ポイント低下する見通しである。  
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設備投資実施率の推移  
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○ 平成２２年１～３月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、２１年度下期の設備投資計画額は、全規模・全産業で前年同期比▲３６．６％の

減少見込みとなっている。  

  これを規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも減少見込みとなってい

る。  

また、製造業は前年同期比▲５４．９％の減少見込み、非製造業は同▲２２．５％

の減少見込みとなっている。  

２１年度通期は、全規模・全産業で前年同期比▲２７．５％の減少見通しとなって

いる。  

２２年度通期は、同１．４％の増加見通しとなっている。  

 

     設備投資計画                     （前年同期比増減率：％）  

   

22年度通期  21年度下期  21年度通期  

全規模・全産業  ▲３６．６ ▲２７．５ １．４

 大企業  ▲３６．８ ▲２６．９ ▲２．６

中堅企業  ▲２９．３ ▲３２．２ ５６．３

 中小企業  ▲６２．２ ▲４０．９ ▲３３．４

 製造業  ▲５４．９ ▲４２．９ ２８．４

 非製造業  ▲２２．５ ▲１３．１ ▲１２．５

                         （回答企業数２８３社）  
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３ 経済情報  

（１）他調査機関の経済関係報告  

関東経済産業局「管内の経済動向」   （平成２２年５月）  
  

《 管内経済は、厳しさが残るものの、持ち直しの動きがみられる 》

  

●今月の判断  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

●ポイント  
  

 管内経済は、生産、輸出を中心とした持ち直しの動きが続いていることに加え、個人消費の動

きに拡がりがみられる。 

また、雇用情勢も非正規雇用を中心として下げ止まりつつある。 

 

 

 ○鉱工業生産活動 

  鉱工業生産は、１３か月連続で上昇が続いており持ち直しの動きで推移しているものの、前月

に引き続き生産額が上昇した鉄鋼業や一般機械工業における増加要因は、アジアなど新興国を中

心とした外需や政策効果によるものが多くみられることから、自律的回復に向けた動きは弱い。

 

 ○個人消費 

  百貨店では、高級食器類などの高額商品に動きがみられたほか、販売額についても全ての品目

で減少幅が縮小している。 

  スーパーでは、主力である飲食料品の減少幅拡大に加え、身の回り品、その他商品の減少幅が

拡大した。消費者マインド（業種別現状判断ＤＩ）では、百貨店および家電量販店がともに横ば

いを示す５０を上回るなど明るさがみられる。 

 

 ○雇用情勢 

  新規求人倍率が４か月連続の増加となったことに加え、有効求人倍率も３か月連続の上昇とな

った。 

  新規求人数は一部に製造業以外の業種で増加がみられるものの、全体としては依然として有期

雇用の求人が多くを占めているという声も聞かれる。 

管内経済は、厳しさが残るものの、持ち直しの動きがみられる。  

・ 鉱工業生産活動は、持ち直しの動きで推移している。  

・ 個人消費は、弱い動きが続いているものの、明るさがみられる。  

・ 雇用情勢は、厳しい状況にあるものの、下げ止まりつつある。  

・ 公共工事は、弱含みで推移している。  

・ 住宅着工は、１５か月連続で前年同月を下回った。  
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 ○輸出入 

  ３月の輸出額は、品目では、自動車、半導体等電子部品などが増加しており、アメリカ向けが

 ３か月連続、アジア向けが５か月連続、ＥＵ向けが４か月連続で前年を上回った。 

 また、輸入額も３か月連続で前年同月を上回った。 

 

 ●主要指標の動向（３月） 

 

○鉱工業生産活動は、持ち直しの動きで推移している。  

   鉱工業生産指数は、前月比０．８％と１３か月連続の上昇となった。また、出荷指数は、同

０．６％と２か月ぶりの上昇、在庫指数は、同▲３．０％と３か月ぶりの低下となった。  

    3月鉱工業生産指数： 87.7、前月比 0.8% 出荷指数： 87.3、同+0.6% 在庫指数： 89.2、同▲ 3.0% 

                                ※平成 17年基準、季節調整済指数  

 

○個人消費は、「家庭用品計」が２０か月ぶりの増加。  

（１）大型小売店販売額は、２４か月連続で前年同月を下回った。業態別では、百貨店は２５か

  月連続で前年同月を下回り、スーパーは１６か月連続で前年同月を下回った。  

       3月大型小売店販売額： 7,023億円、既存店前年同月比▲ 4.6%   

        百貨店販売額： 2,935億円、   同        ▲ 3.4%   

       スーパー販売額： 4,088億円、   同        ▲ 5.5% 

（２）コンビニエンスストア販売額は、９か月連続で前年同月を下回った。  

       3月コンビニエンスストア販売額： 3,052億円、全店前年同月比▲ 3.0% 

（３）乗用車新規登録台数（軽乗用車を含む）は、軽乗用車は前年同月を下回ったものの、普通

  乗用車及び小型乗用車が前年同月を上回ったことから、全車種では８か月連続で前年同月を上

  回った。  

    3月乗用車新規登録台数： 211,639台、前年同月比+25.2% 普通乗用車： 79,329台、同+61.7%  

      小型乗用車： 76,299台、同+21.2% 軽乗用車： 56,011台、同▲ 1.7% 

（４）実質消費支出（家計調査、関東・二人以上世帯）は、実質前年同月比＋７．５％となり、

２か月ぶりの増加となった。  

    3月消費支出（関東・二人以上の世帯）： 1世帯当たり 331,701円、前年同月比（実質）+7.5% 

          ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県  

（５）景気の現状判断ＤＩ（景気ウォッチャー調査、関東・家計動向関連）は、４か月連続の上

  昇となったものの、３６か月連続で横ばいを示す５０を下回った。景気の先行き判断ＤＩ（関

  東・家計動向関連）は、４か月連続の上昇となったものの、３４か月連続で５０を下回った。

    3月景気の現状判断ＤＩ（関東・家計動向関連）：43.5、前月差+6.9ﾎﾟｲﾝﾄ  

    3月景気先行き判断ＤＩ（関東・家計動向関連）：45.9、 同 +2.6ﾎﾟｲﾝﾄ  

     ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉市、神奈川、山梨県、長野県、  

 

○雇用情勢は、厳しい状況にあるものの、下げ止まりつつある。  

   有効求人倍率は、３か月連続の上昇となった。新規求人倍率は、４か月連続の上昇となった。

  事業主都合離職者数は、４か月連続で前年同月を下回った。南関東の完全失業率は、１７か月

  連続で前年同月を上回った。 

        3月有効求人倍率（季節調整値）： 0.49倍、前月比+0.02ﾎﾟｲﾝﾄ  
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          3月新規求人数（季節調整値） ： 201,675人、前月比+7.7%  

     3月事業主都合離職者数         ：  33,049人、前年同月比▲ 52.2%  

     3月南関東完全失業率（原数値）：  5.3%、  前年同月比+0.8ﾎﾟｲﾝﾄ  

            ※南関東：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  

 

○公共工事は、弱含みで推移している。  

 公共工事請負金額は、３か月連続で前年同月を下回った。  

   3月公共工事請負金額： 4,135億円、前年同月比▲ 27.1% 

 

 ○住宅着工は、１５か月連続で前年同月を下回った。 

   新設住宅着工戸数は、持家は前年同月を上回ったものの、貸家及び分譲住宅が前年同月を下

  回ったことから、全体では１５か月連続で前年同月を下回った。 

      3月新設住宅着工戸数： 29,660戸、前年同月比▲ 6.1% 

 

 ○国内企業物価、消費者物価ともに緩やかに上昇。  

   国内企業物価指数（全国）は、前月比で＋０．２％と３か月連続の上昇、前年同月比では▲

  １．３％と１５か月連続の下落となった。消費者物価指数（関東・総合指数）は、前月比で＋

０．４％の上昇、前年同月比では▲１．３％と１３か月連続の下落となった。  

      3月国内企業物価指数（全国）    ： 102.6、前月比+0.2%、前年同月比▲ 1.3% 

      3月消費者物価指数（関東・総合指数）：  99.5、前月比+0.4%、前年同月比▲ 1.3% 

      ※平成17年基準 ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県 
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財務省関東財務局～「埼玉県の経済情勢報告」   平成２２年４月  
                             
（総括判断）  

雇用情勢等に厳しい状況が残るなか、持ち直してきている。  

 
（今回のポイント）  
 個人消費は弱い動きとなっているものの、一部に持ち直しの動きがみられる。 
 住宅建設は前年を下回っているものの、下落幅は縮小しつつある。 
 企業の設備投資は減少見込みとなっている。 

製造業の生産は緩やかに持ち直している。企業収益は減益見込みとなっている。 
雇用情勢は厳しい状況にあるものの、下げ止まりの動きがみられる。 

 
（具体的な特徴等） 

個別項目 今回の判断 主な特徴 

個人消費 

弱い動きとなってい

るものの、一部に持ち

直しの動きがみられ

る。 

大型小売店販売額をみると、百貨店販売額、スーパー

販売額とも弱い動きとなっており、前年を下回って推移

している。 

コンビニエンスストア販売額は、客単価の下落などに

より、前年を下回っている。 

乗用車の新車登録届出台数は、エコカー減税等の効果

から、普通車を中心として前年を大幅に上回っている。

さいたま市の家計消費支出は、前年を上回っている。 

住宅建設 
前年を下回っている

ものの、下落幅は縮小

しつつある。 

 新設住宅着工戸数をみると、貸家は前年を下回ってい

るものの、分譲住宅は前年に比し、下落幅が縮小してお

り、持家は前年を上回っていることから、全体としては

前年を下回っているものの、下落幅は縮小しつつある。

設備投資 
21年度は減少見込み

となっている。 

法人企業景気予測調査（22年1～3月期調査）で21年度

の設備投資計画をみると、製造業では前年比▲42.9%の減

少見込み、非製造業では同▲13.1%の減少見込みとなって

おり、全産業では同▲27.5%の減少見込みとなっている。

22年度の設備投資計画は、全産業で前年比1.4%の増加

見通しとなっている。 

生産活動 
緩やかに持ち直して

いる。 

 生産指数を業種別にみると、化学や金属製品などで持

ち直している。なお、在庫指数、在庫率指数はともに概

ね横ばいとなっている。 

企業収益 
21年度は減益見込み

となっている。 

法人企業景気予測調査（22年1～3月期調査）で21年度

の経常損益（除く「金融業、保険業」、「電気・ガス・

水道業」）をみると、製造業では前年比▲97.3%の減益見

込み、非製造業では同▲40.9%の減益見込みとなってお

り、全産業では同▲55.6%の減益見込みとなっている。 

22年度の経常損益は、全産業で同127.4%の増益見通し

となっている。 

企 業 の 景
況感 

大企業は「上昇」超幅

が縮小し、中堅企業は

「下降」超で横ばい、

中小企業は「下降」超

幅が拡大。 

法人企業景気予測調査（22年1～3月期調査）の景況判

断ＢＳＩでみると、大企業は「上昇」超幅が縮小し、中

堅企業は「下降」超で横ばい、中小企業は「下降」超幅

が拡大している。 

先行きについては、大企業は「上昇」超で推移し、中

堅企業は22年7～9月期に「上昇」超に転じ、中小企業は

「下降」超で推移する見通しとなっている。 

雇用情勢 
厳しい状況にあるも

のの、下げ止まりの動

きがみられる。 

 完全失業率は、前年を上回っている。 

有効求人倍率は、このところ緩やかに上昇している。

新規求人数は、概ね横ばいとなっている。 
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財務省関東財務局～ 「管内経済情勢報告」    平成２２年４月  

                        

（総括判断）  

    雇用情勢等に厳しい状況が残るなか、業種等のばらつきは  

    あるものの、総じてみれば持ち直してきている。  

 

（今回のポイント）  

 最近の管内経済情勢をみると、個人消費は弱い動きとなっているものの、一部に持

ち直しの動きがみられる。住宅建設は持ち直しの動きがみられる。企業の設備投資は

減少見込みとなっている。一方、輸出は持ち直している。 

 こうした需要動向のもと、製造業の生産は緩やかに持ち直している。 

 企業収益は減益見込みとなっている。企業の景況感は、製造業では「下降」超に転

じ、非製造業では「下降」超幅が縮小している。 

 雇用情勢は厳しい状況にあるものの、一部に持ち直しの動きがみられる。 

 このように管内経済は、雇用情勢等に厳しい状況が残るなか、業種等のばらつきは

あるものの、総じてみれば持ち直してきている。 

 

なお、先行きについては、海外経済、雇用情勢などを注視していく必要がある。 
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（２）経済関係日誌 （４／２７～５／２５）（新聞の記事を要約）  

◎ 政治経済・産業動向等  

４／２９（日本経済新聞）東京への転入大幅減 昨年、転入超過５万人台【総務省】  
都道府県をまたぐ人口移動率（人口に占める移動者の割合）が2009年は1.96%に落ち込んだことが総務省の

まとめでわかった。13年連続の最低更新だが、今回は特に都心部への転入者が大幅に減少。転入者が転出

者を上回る「転入超」が続く東京都では9年ぶりに転入超過数が5万人台にとどまった。  
 
５／１（読売新聞）成長分野に低利資金 日銀 環境・エネルギー関連【日本銀行】  
日本銀行は30日、金融政策決定会合を開き、経済成長の基盤強化を促す新たな資金供給策を導入すること

を決めた。環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ関連の研究開発や、設備投資などに融資する金融機関を対象に低利の資金を供給

することなどを検討する。6月に新たな成長戦略をまとめる政府と歩調を合わせて、景気回復の加速を図る。

 
５／１１（東京新聞）国の借金最大 ８８３兆円に０９年度国債増発で【財務省】  
財務省は10日、国債と借入金、一時的な資金調達のために発行する政府短期証券を合計した国の借金の合

計額が、今年3月末時点で883兆円と過去最大になったと発表した。昨年3月末より36兆円増加した。4月1日
時点の推計人口（1億2,739万人）で計算すると、国民1人当たり693万円になる。  
 
５／１３（朝日新聞）景気一致指数 ３月１．１ポイント上昇 基調判断据え置き【内閣府】  
内閣府が12日発表した3月の景気動向指数（速報）は、景気の現状を示す一致指数（2005年=100）が前月よ

り1.1ﾎﾟｲﾝﾄ高い101.1となった。上昇は12ヵ月連続。1996年2月から97年1月に並ぶ過去3番目の長期間の上昇

となった。基調判断は「景気動向指数は改善を示している」と6ヵ月連続で据え置いた。  
 
５／１３（毎日新聞夕刊）経常黒字２年ぶり増 昨年度２６．９％ 貿易収支が改善【財務省】  
財務省が13日発表した09年度の国際収支速報によると、海外とのﾓﾉやｻｰﾋﾞｽなどの取引状況を示す経常収支

の黒字額は前年度比26.9%増の15兆6,545億円だった。黒字額の増加は2年ぶり。原油価格の下落で輸入が目

減りし、貿易収支が大幅に改善したことが寄与した。  
 
５／２０（朝日新聞夕刊）ＧＤＰ 年率４．９％増 １～３月期 ４期連続プラス【内閣府】  
内閣府は20日、2010年1～3月期の国内総生産（GDP）の一次速報値を発表した。物価変動の影響を除いた

実質GDP（季節調整済み）は前期比1.2%増、年率換算で4.9%増と、4四半期連続のﾌﾟﾗｽ成長となった。好調

な輸出が引っ張る形で、景気の持ち直しの動きが加速している。  
 
５／２１（産経新聞）所得 昭和並み 国民生活調査 ５４７万５０００円【厚生労働省】  
平成20年度の1世帯当たりの平均所得は前年比8万7千円（1.6%）減の547万5千円だったことが20日、厚生労

働省が発表した｢21年国民生活基礎調査｣で分かった。所得は平成6年の664万2千円をﾋﾟｰｸに右肩下がり傾向

が続いており、今回の調査で昭和63年（545万3千円）とほぼ同ﾚﾍﾞﾙまで下がったことになる。  
 
５／２５（朝日新聞）景気判断を据え置き ５月月例報告「回復」【内閣府】  
政府は24日公表した5月の月例経済報告で、景気の基調判断を「景気は着実に持ち直してきているが、なお

自律性は弱く、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にある」とした。基調判断を据え置くのは2ヵ月連続。

今年1～3月期の国内総生産（GDP）は高い伸びを示したが、ｷﾞﾘｼｬ危機の影響などを見極める必要があると

判断した。  
 
５／２５（日本経済新聞）市街地価格 ６大都市、下落率縮小 ３月末 東京、住宅地下げ止まり
【日本不動産研究所】  
日本不動産研究所が半年ごとにまとめる市街地価格指数によると、今年3月末の6大都市（東京都区部、横

浜、名古屋、京都、大阪、神戸）の全用途平均は前回調査の2009年9月末に比べ3.5%下落した。なおﾏｲﾅｽ圏

にあるが、下落率は2期連続で縮小し、東京都区部の住宅地は5期ぶりに下げ止まった。都心部を中心に不

動産取引が持ち直しつつある状況がうかがえる。  
 
５／２１（毎日新聞夕刊）大学就職率 ワースト２ ９１．８％下げ幅最大の３．９ポイント【厚
生労働省・文部科学省】  
厚生労働省と文部科学省は21日、今春（09年度）卒業の大学生の就職率（10年4月1日現在）を公表した。

大学生は2年連続で下落し91.8%（前年度同期比3.9ﾎﾟｲﾝﾄ減）となった。下落幅は96年度の調査開始以来、過

去最大で、就職率も99年度の91.1%に次ぐ低さ。厚労省調べの高校生の内定率（10年3月末現在）も93.9%（同

1.7ﾎﾟｲﾝﾄ減）と2年連続で前年度を下回り、第2の｢就職氷河期｣とも言える状況だ。  
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◎ 市場動向  
４／２７（日本経済新聞）日経平均株価、大幅反発 １１１００円台
東証では日経平均株価が大幅反発。26日の終値は前日比251円33銭高となる11165円79銭となった。国際通
貨基金 (IMF)などによるｷﾞﾘｼｬへの財政支援が前向きに受け止められ、為替相場で円安が急速に進んだほか、
ｱｼﾞｱ株相場が総じて上昇したことも追い風となった。  
 
４／２９（日本経済新聞）日経平均株価、大幅反落 １０９００円台  
東証では日経平均株価が大幅反落。28日の終値は前日比287円87銭安となる10924円79銭となった。欧州の
財政問題を受けた欧米株式相場の前日の下落や円相場の上昇圧力を嫌気して、3営業日ぶりに大幅反落し
た。  
 
４／２９（日本経済新聞）長期金利、１．２８５％に低下  
28日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.020%低い1.285%に低
下 (価格は上昇 )した。米長期金利の低下や日経平均株価の下落を受け、買いが優勢だった。  
 
５／７（日本経済新聞）日経平均株価、反落 １０６００円台  
東証では日経平均株価が反落。6日の終値は前日比361円71銭安となる10695円69銭となった。前日までの
欧米株安を受け、朝方から売りが先行。中国などのｱｼﾞｱ株も安く、午後は1万0700円台を下回る場面も続
いた。  
 
５／８（日本経済新聞）日経平均株価、大幅続落 １０３００円台  
東証では日経平均株価が大幅続落。7日の終値は前日比331円10銭安となる10364円59銭となった。欧州の
財政問題を懸念した米国株の急落や、円相場が対ﾄﾞﾙ･対ﾕｰﾛとも上昇したのを嫌気した売りが膨らんだ。  
 
５／８（日本経済新聞）円相場、大幅続伸 １ドル＝９２円台  
円相場は大幅続伸。7日の終値は前日比1円48銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=92円11銭となった。米株価が急落し、
投資家のﾘｽｸ回避志向が強まり、対ﾄﾞﾙで円買いが加速した。  
 
５／１１（日本経済新聞）円相場、大幅反落 １ドル＝９３円台  
円相場は大幅反落。10日の終値は前日比1円27銭円安・ﾄﾞﾙ高の1ﾄﾞﾙ=93円38銭となった。欧州連合 (EU)は
ﾕｰﾛ圏諸国向けの財政危機時の緊急融資制度で合意、投資家がﾘｽｸを取りやすくなるとの見方が強まった。
 
５／１４（日本経済新聞）日経平均株価、反発 １０６００円台  
東証では日経平均株価が反発。13日の終値は前日比226円52銭高となる10620円55銭となった。欧米株高や
円相場の下落を受けて高く寄り付き、後場に入ってさらに上昇幅を拡大。  
 
５／１５（日本経済新聞）日経平均株価、反落 １０４００円台  
東証では日経平均株価が反落。14日の終値は前日比158円04銭安となる10462円51銭となった。欧州の財政
問題や中国の金融引き締め懸念から幅広い銘柄に売りが出た東証一部の7割近い1,133銘柄が下落。電機、
精密の下げが大きかった。  
 
５／１８（日本経済新聞）日経平均株価、大幅続落 １０２００円台  
東証では日経平均株価が大幅続落。17日の終値は前日比226円75銭安となる10235円76銭となった。先週末
の欧米株安を受け朝方から売りが先行。中国などｱｼﾞｱ株安も嫌気され、下げ幅は一時300円を超えた。  
 
５／２１（日本経済新聞）長期金利、１．２５５％に低下  
20日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.030%低い1.255%に低
下 (価格は上昇 )した。日経平均株価の下落や好調な20年債入札を受け、買いが優勢だった。  
 
５／２２（日本経済新聞）日経平均株価、続落 ９０００円台  
東証では日経平均株価が続落。21日の終値は前日比245円77銭安となる9784円54銭となった。円相場がﾄﾞﾙ
やﾕｰﾛに対して大幅に上昇し、輸出関連銘柄を中心に売りが広がった。業種別日経平均の36業種すべてが
下落。  
  
５／２２（日本経済新聞）長期金利、１．２３５％に低下  
21日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.020%低い1.235%に低
下 (価格は上昇 )した。米長期金利の低下や日経平均株価の下落を受けて買いが優勢だった。  
 
５／２２（日本経済新聞）円相場、続伸 １ドル＝８９円台  
円相場は続伸。21日の終値は前日比1円49銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=89円88銭となった。前日の米国市場で株
価が急落し、投資家のﾘｽｸ回避姿勢が鮮明になった。  
 
５／２６（日本経済新聞）日経平均株価、続落 ９０００円台  
東証では日経平均株価が続落。25日の終値は前日比298円51銭安となる9459円89銭となった。世界的な景
気減速懸念で輸出関連株など幅広く売られ、値上がりは電力・ガスなど一部に限られた。  
 
５／２２（日本経済新聞）長期金利、１．１９０％に低下  
25日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.055%低い1.190%に低
下 (価格は上昇 )した。米長期金利の低下や日経平均株価の下落を受けて、買いが膨らんだ。  
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◎ 景気・ 経済指標関連  
４／３０（日本経済新聞夕刊）自動車生産、９００万台割れ 国内昨年度、３１年ぶり 海外生産
進む【日本自動車工業会】  
日本自動車工業会が30日発表した2009年度の国内自動車生産は、前年度比11.4%減の886万5,350台となっ
た。2年連続で前年度実績を下回った。900万台を下回るのは1978年度以来、31年ぶり。輸出は27.1%減だっ
た。新興国を中心に新車需要は膨らんでいるが、各社が海外生産を進めているため、国内生産の回復には
至らなかった。  
 
４／３０（毎日新聞夕刊）鉱工業生産指数 ２ヵ月ぶり上昇【経済産業省】  
経済産業省が30日発表した3月の鉱工業生産指数（05年度=100、季節調整済み速報）は前月比0.3%上昇の
94.0で、2ヵ月ぶりに上昇した。経産省は12ヵ月連続で基調判断を｢持ち直しの動き｣に据え置いた。  
 
４／３０（毎日新聞夕刊）消費者物価最大の下落 昨年度１．６％３月１．２％マイナス【総務省】
総務省が30日発表した3月の全高消費者物価指数（05年=100、生鮮食品を除く総合）は、前年同月比1.2%
下落の99.5と、13ヵ月連続で下落した。下落幅が大きかったのは、薄型ﾃﾚﾋﾞやﾊﾟｿｺﾝなどの教養娯楽用耐久
財（21.6%下落）、ｴｱｺﾝなどの家庭用耐久財（10.5%下落）、電気代（9.0%下落）など。一方、原油高の影
響でｶﾞｿﾘﾝ価格も含めた自動車等関係費は3.6%上昇した。  
 
４／３０（東京新聞夕刊）失業率６年ぶり５％台昨年度求人倍率は過去最低【総務省・厚生労働省】
総務省が30日発表した2009年度平均の完全失業率は、前年度より1.1ﾎﾟｲﾝﾄ上昇の5.2%で、2年連続で悪化し
た。年度平均で5%台となったのは03年度以来6年ぶりで、水準も02年度（5.4%）に次ぎ、過去2番目の高さ
だった。厚生労働省が同日発表した求職者1人に対する求人数を示す09年度平均の有効求人倍率は0.45倍。
前年度より0.32ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、1999年度の0.49倍を下回り、過去最低となった。今年3月の完全失業率（季節
調整値）も、前月より0.1ﾎﾟｲﾝﾄ上昇の5.0%で、4ヵ月ぶりに悪化。3月の有効求人倍率（同）は0.49倍で、
前月より0.02ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、3ヵ月連続で改善した。  
 
４／３０（朝日新聞夕刊）給与総額、２２ヵ月ぶり増 ３月製造業で残業増【厚生労働省】  
厚生労働省が30日発表した3月の毎月勤労統計調査（速報）によると、基本給と残業代、賞与を含めた平均
の｢現金給与総額｣は、前年同月比0.8%増の27万5,637円となり、22ヵ月ぶりの増加となった。製造業を中心
に残業が大きく増えたことが影響した。  
 
５／１（東京新聞）住宅着工数 ８０万戸割れ ４５年ぶり、０９年度【国土交通省】  
国土交通省が30日発表した2009年度の新設住宅着工戸数は、不況による消費低迷が響いて前年度比25.4%
減の77万5,277戸となり、1964年度（76万4,619戸）以来、45年ぶりに80万戸を割り込んだ。下落率も、石油
危機の影響を受けた74年以来の大きさだった。  
 
５／７（日本経済新聞）国内新車販売２４％増 ４月エコカー買い替え進む【自動車業界団体】
自動車業界団体が6日まとめた4月の国内新車総販売台数（軽自動車含む）は、前年同月比24.1%増の35万
2,465台だった。ﾌﾟﾗｽは8ヵ月連続。ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車を中心に減税や購入補助金を利用した買い替えが進んだ。
 
５／８（日本経済新聞）家計消費支出０．８％減 ３月２ヵ月連続マイナス【総務省】  
総務省が7日発表した3月の2人以上世帯の家計消費支出状況調査によると、1世帯あたりの支出総額は物価
変動の影響を加味しない名目ﾍﾞｰｽで前年同月比0.8%減の36万2,866万円だった。前年同月比でﾏｲﾅｽになるの
は2ヵ月連続。ｴｺﾎﾟｲﾝﾄ制度の対象変更に伴って薄型ﾃﾚﾋﾞに駆け込み需要がみられたものの、衣料品などの
購入が落ち込んだ。  
 
５／１４（埼玉新聞）企業倒産 ９ヵ月連続で減少４月金融円滑化法の効果【東京商工リサーチ】
東京商工ﾘｻｰﾁが13日発表した4月の全国の企業倒産件数（負債1千万円以上）は前年同月比13.2%減の1,154
件と、9ヵ月連続で減少した。昨年12月志向の中小企業円滑化法など政府の資金繰り支援策の効果が出たと
みられる。  
 
５／１７（日本経済新聞夕刊）機械受注「下げ止まり」３月５．４％増 判断を上方修正【内閣府】
内閣府が17日発表した機械受注統計で、民間設備投資の先行指標である「船舶･電力を除く民需」（季節調
整値）は3月が前月に比べて5.4%増と3ヵ月ぶりにﾌﾟﾗｽになった。内閣府は基調判断を「下げ止まっている」
に上方修正した。  
 
５／１９（日本経済新聞）百貨店売上高 ４月は３．７％減 低温で衣料品不振【日本百貨店協会】
日本百貨店協会が18日発表した4月の全国百貨店売上高は前年同月比3.7%（既存店ﾍﾞｰｽ）の4,846億円だっ
た。前年割れは26ヵ月連続。減少率は3月（3.5%）からほぼ横ばいだった。10%以上の減少が続いた1年前
よりは持ち直しているが、依然前年を下回る水準にある。  
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◎ 地域動向  

４／２４（埼玉新聞）埼玉景気フォーラム「回復基調」で一致 消費は冷え、まだら模様【埼玉
りそな産業協力財団】  
企業経営者とｴｺﾉﾐｽﾄによる景気討論会「埼玉景気ﾌｫｰﾗﾑ」が 23 日、さいたま市大宮区の大宮法科大学院大

学で開かれ、「当面、景気の回復基調が続く」との見方で一致した。  
 
４／２７（日本経済新聞）県企業立地、３年で１９２件 第１期比２割減 車関連が大幅減  
埼玉県は 26 日、2007 年 4 月から 3 ヵ年の企業誘致の新戦略「ﾁｬﾝｽﾒｰｶｰ埼玉戦略～立地するなら埼玉へ～」

の実績をまとめた。担当職員が企業を延べ 4,767 回訪れ、目標を 60%上回る 192 件の立地につなげた。た

だ、第 1 期の誘致策「企業誘致大作戦」（05 年 1 月～07 年 3 月）の 237 件に比べると約 2 割減。景気低迷

で自動車関連企業の立地が減ったほか、用地不足が響いた。  
 
５／１（日本経済新聞）新規求人数 ３９ヵ月ぶりにプラス ３月の県内 正社員採用は低水準
【埼玉労働局】  
埼玉労働局が 30 日発表した 3 月の有効求人倍率（季節調整値）は 0.38 倍と、前月に比べ 0.02 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し

た。上昇は 3 ヵ月連続。ｻｰﾋﾞｽや自動車関連の業種を中心に採用意欲が上向き、新規求人数が 2006 年 12
月以来、39 ヵ月ぶりに前年同月比で増加した。ただ、「正社員の採用は低水準で、雇用情勢は依然厳しい」

と同局は指摘する。  
 
５／８（埼玉新聞）県内倒産が大幅減 ４月４１件 リーマン以前を下回る【東京商工リサーチ】
東京商工ﾘｻｰﾁ埼玉支店が発表した 4 月の県内企業倒産件数（負債総額 1,000 万円以上）は前年同月比 19 件

（31.7%）減の 41 件で、ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ以前の 08 年 4 月の 47 件も下回った。資金繰り支援策や金融機関への条

件変更要請の増加など政策的な支援が要因とみられる。負債総額は 30.4%減の 79 億 8,800 億円。同支店は｢倒

産件数は減っているが、中小･零細企業の実態は大変厳しい。資金繰り支援策の効果も一時的なものに過ぎ

ず、ﾃﾞﾌﾚが続いていることや需要の増大が望めないことから、倒産動向が沈静化に向かうとは考えにくい｣

とみており、予断を許さない状況が続いている。  
 
５／１４（日本経済新聞）県内新車登録４月３１％増加９ヵ月連続増える【埼玉県自動車販売店協会】
埼玉県自動車販売店協会がまとめた 4 月の県内新車登録台数（軽自動車除く）は前年同月に比べて 31%増

加し、1 万 2,177 台になった。9 ヵ月連続で増加したが、伸び率は前月（33%）よりやや低下した。ｴｺｶｰ減

税や新車買い替え補助などの効果で、乗用車、貨物車ともに販売の回復が続いている。  
 
５／１４（日本経済新聞）３月景況判断据え置き関東経産局生産活動は上昇続く【関東経済産業局】
関東経済産業局は 13 日、3 月の管内（関東甲信越と静岡の 11 都県）経済動向を発表した。鉱工業生産指

数は外需などがけん引し 13 ヵ月連続で上昇。個人消費も家庭用品が 20 ヵ月ぶりに上向いたが、全体の景

況判断は「厳しさは残るものの、持ち直しの動きが見られる」と判断を据え置いた。  
 
５／１５（日本経済新聞）消費者物価１．５％下落 さいたま市３月 光熱・水道で顕著  
埼玉県がまとめたさいたま市の 3 月の消費者物価指数（2005 年平均=100）は、価格変動の大きい生鮮食品

を除く総合指数で 99.3 と前年同月と比べて 1.5%低下した。下落は 11 ヵ月連続。電気代を含む光熱･水道な

どの低下が続いている。  
 
５／２０（埼玉新聞）県内ボーナス 民間４年ぶりプラス ２．３％増、４１万円【埼玉りそな
産業協力財団】  
埼玉りそな産業協力財団（利根忠博理事長）が 19 日発表した埼玉県の 2010 年夏のﾎﾞｰﾅｽ予測によると、民

間企業に勤める県民が受け取るﾎﾞｰﾅｽの 1 人当たりの平均受給額は 40 万 9,994 円、前年比 2.3%増加する。

前年を上回るのは 4 年ぶり。企業業績が改善傾向にあることが要因。  
 
５／２１（埼玉新聞）県制度融資が過去最高 ０９年度１０％増の４，１４４億円  
県制度融資の 2009 年度の融資総額は、県金融課のまとめで前年度比 391 億円（10.4%）増の 4,144 億円に

上り、過去最高を更新したことが 20 日、わかった。ﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸ以降の景気後退に伴い、業況の悪化に対応

する「ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ」関連資金の需要が増大した。  
 
５／２２（埼玉新聞）高校生就職内定率 県内、前年上回る 最悪状況脱し９６．８％【埼玉労
働局】  
埼玉労働局が 21 日発表した県内高校卒業者（2010 年 3 月卒）の 4 月末現在の就職内定率は 96.8%で、前年

同月を 1.8 ﾎﾟｲﾝﾄ上回った。厳しい雇用情勢が続く中、徹底した就職支援を行い、未内定者を正社員雇用に

つなげた。  
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（３）今月のトピック 

新卒者の採用には依然慎重姿勢  
～ 埼玉県内新規学卒者採用状況調査 ～  

 

 ●新卒者の採用動向  

 今月、文部科学省と厚生労働省が公表した今春大学卒業した就職希望者の就職内定率も前年度

を３．９ポイント下回る９１．８％となり、２年連続の悪化で『就職氷河期』と呼ばれた１９９

９年度の９１．１％に次ぐ低さとなった。  

 財団法人埼玉りそな産業協力財団では、前年につづき新卒者（2010年4月入社）の採用動向につ

いて県内企業へのアンケートを実施した。（対象企業979社、回答企業数301社、回答率30.7%）

 

○ ２０１０年度に新卒者（2010年4月入社）の採用計画が「有った」企業は、前年度（2009年4

月調査）比で０．７ポイント減少の３５．５％となり、１９８３年の調査開始以来最も低い水

準となった。新卒者の採用は依然慎重な姿勢が続いている模様。  

 新卒者の採用計画は２００２年度の４０．３％を底に２００８年度まで回復傾向で推移してき

たが、景気の急速な悪化の影響を受け、２００９年度には３６．２％と大幅に落ち込み、今年

度はさらに下回る結果となった。  

 

   

【出典：財団法人埼玉りそな産業協力財団 News Release】  

 
～～内容について、ご意見等お寄せください。～～  
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